
音第 3 章 ,騷

第 1 節 騒 音 の 現 況

1 概 要

騒音は 、 各種公害のなかで も 日 常生活にかかわ り か深 く 、 発生源 も 工場騒音、建設作業騒音、 自動車

騒音、 そ の他生活騒音等多種多様であ る こ と か ら 、 騒音に関す る苦情は 、 公害苦情件数のなかで特に

多 く 、 昭和 63 年度の騒音苦情は 46件で全体の 29. 5 % を 占めて い る 。

2 各種騒音測定掘査結果

節 目動車騒音調査

環境週間 ( 6 月 5 日 ~ 1 1 日 ) の行事の一つ と して 、 鳥取市 6 地点、 倉吉市 3 地点 、 米子市 6 地点

及び境港市 3 地点 。十 18地点におい て 自 動車騒音測定を し、 併せ て交通量 (原付 自 動二輪車以上) を

劃査 した。 (表 9 1 )

こ の凋査は騒音に係 る環境基準に基づ く 測定方法で行い そ の中央値の平均値を見れば 、 鳥取市

63 ~ 70 ホ ン ( A ) 、 倉吉市 63 ~ 68 ホ ン ( A ) 、 米子市 68 ~ 73 ホ ン ( A ) 、 境港市 60 ~66 ホ ン ( A ) で

あ り 、 鳥取市の鳥取駅前、 県庁前及ひ倉吉市の 旧打吹駅前を除いて環境基準相当 と みな さ れる値に

不適合であ る が 、 騒音規制法第 17 条 に 規定す る 指定地域内 に おけ る 自 動車騒音の限度 と 比較す る

と各市 と も 限度以下であ る と 考え ら れる 。

(2 ) 環境騒音実態調査

昭和 63 年度中に 、 騒音規制法に基づ く 規制地域の指定を行 っ て い る 4 市 ( 3 2 地点 ) で実施 した

調査の結果は表 92 の と お り であ る 。

掲査結果を見 る と 、 環境基準A に相当す る地域 (主 と して住居の用に供され る地域) 及び環境基

準 B に相当す る 地域 (相当数の住居 と 併せて商業、 工業等の 用に供 さ れ る 地域) では 、 環境基準相

当の適合率はそれぞれ 40 %及び 77 % であ っ た 。

ま た 、 道路に面す る 地域 と 面 さ ない地域で見て も 、 道路に面す る地域での環境基準相当の適合率

33 % 、 その う ち 、 A相当類型では朝 ･ 昼 タ 夜間は 、 それぞれ 0 % ･ 0 % 0 % 2 5 % 、 B 相当

癩鬘では朝 . 昼 夕 . 夜閭 々ま 、 それぞれ 63 % 50 % ･ 5 0 % ･ 75 %でぁ → た o
道路に面 さ な い地域の適合率は 80 % 、 そ の う ち 、 A相当類型では朝 ･ 昼 ･ タ 夜間は 、 それぞれ

40 % 90 % ･ 8 0 % 60 % 、 B相当類型では朝 ･ 昼 ･ 夕 ･ 夜間は 、 それぞれ 1 0 0 % ･ 1 0 0 % ･ 1 0 0

% 1 0 0 %であ っ た 。 こ の よ う に道路に面す る地域での適合率か悪いが しか し いずれの地域にお

い て も騒音規制法第17 条に規定す る 自 動車騒音の限度をは と ん ど満足 して い る も の と 考え ら れる 。
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表 9 1 昭和 63 年度 自 動車騒音測定結果

測 定 地 点 所 在 地

道路が

有す る

車線数

自 動 車 騒 音 昭 和 59 年 度 ~ 63 年 度 の 年 度 変 化 ( 平 均 値 )

自 動車騒音 〔 中央値ホ ン (A) 〕 総車両通過台数 ( 大型車 )
( 台 / 1 0 分間 )

騒 音 レ ベ ル
〔 中央値ホ ン (A) 〕

環境基準相当値
〔 中央値ホ ソ (A) 〕

相 当 と み
な さ れる

地 域
の適否環境基準相当

自 動車騒音の限度
〔 中央値ホ ン (A) 〕

区域の

区 分

自動車騒音 〔 中央値ホ ン (A) 〕

最高値 最低値 平均値
相当 と み
な さ れる

地 域

区域の

区 分
59 年度 60 年度 6 1 年度 62 年度 63 年度 59 年度 60 年度 6 1 年度 62 年度 63 年度

鳥取市
鳥 取 駅 前 永楽温泉町

2 車 線
を こ え る

65 63 64 B 65 以下 ○ 第 3 種 80 66 6 6 6 5 6 7 64 1 33 ( 1 4 ) 1 70 ( 14 ) 1 46 ( 1 2 ) 1 52 ( 1 5 ) 1 45 ( 1 3 )

鳥 取 県 物 産
観光 セ ン タ ー 前

末広温泉町
｢ 2 車 線
を こ え る

70 66 6 7 [ メソ メソ X イン メソ 70 72 70 7 1 6 7 1 6 5 ( 1 2 ) 1 95 ( 1 7 ) 1 96 ( 1 6 ) 1 84 ( 1 4 ) 1 80 ( 1 0 )

県 庁 前 東 町
2 車 線
を こ え る

66 60 6 3 メソ " ○ れソ イン 64 65 6 5 65 6 3 1 43 ( 1 6 ) 1 1 3 ( 1 8 ) 1 43 ( 1 5 ) 1 52 ( 1 4 ) 1 49 ( 1 4 )

大 村 薬 局 前 片 原 2 車 線 69 65 67 " " × メソ 7 5 6 5 6 5 65 66 6 7 1 32 ( 2 ) 1 30 ( 2 ) 1 30 ( 4 ) 1 36 ( 3 ) 1 49 ( 3 )

鳥 取警 察署附近
( 漁 達 会 館 )

青 葉 町 2 車 線 72 69 70 メソ " × イン メン 70 6 8 6 9 7 2 7 0 280 ( 20 ) 2 20 ( 1 7 ) 28 1 ( 20 ) 3 1 4 ( 1 8 ) 32 1 ( 1 7 )

面 谷 外 科 附 近 吉 方 町
2 車 線
を こ え る

68 60 66 A 60 以下 × 第 2 種 イン 68 6 6 65 68 6 6 1 85 ( 1 3 ) 1 36 ( 1 2 ) 1 9 2 ( 1 2 ) 1 85 ( 9 ) 1 89 ( 1 1 )

米子市
米 子 駅 前 明 治 町

2 車 線
を こ え る

70 6 5 6 8 B 6 5 以下 × 第 3 種 80 6 5 63 6 6 65 6 8 1 38 ( 5 ) 1 20 ( 1 9 ) 1 3 1 ( 2 1 ) 1 37 ( 2 1 ) 1 50 ( 1 7 )

中 国 電 力 前 加 茂 町
2 車 線
を こ え る

73 70 72 イン イン × メソ イン 72 68 6 9 70 7 2 2 34 ( 3 1 ) 240 ( 36 ) 228 ( 33 ) 2 46 ( 30 ) 244 ( 30 )

米 子 市 公会 堂前 角 盤 町
2 車 線
を こ え る

73 7 1 72 イン イン × イン メソ 70 6 9 6 9 70 72 333 ( 33) 3 30 ( 35 ) 3 32 ( 34 ) 3 37 ( 36 ) 323 ( 32 )

消 防 署 附 近
( 理容セ ン ス前 )

富 士 見 町
2 車 線
を こ え る

7 1 6 8 69 れソ イン × イン メソ 6 9 68 6 7 6 9 69 255 ( 1 3 ) 2 55 ( 1 9 ) 247 ( 24 ) 2 33 ( 1 3 ) 2 42 ( 1 0 )

鳥 取 銀 行

米 子 支 店 前
西 福 原

2 車 線
を こ え る

75 72 7 3 イン イン × イン れソ 7 3 72 7 1 72 73 358 ( 28 ) 367 ( 30 ) 35 1 ( 45 ) 370 ( 35 ) 383 ( 3 5 )

山 陰 ナ シ ョ ナ ル

製 品 販 売 前
米 原

2 車 線
を こ え る

74 70 72 A 60 以下 × 第 2 種 75 6 9 7 1 7 1 72 7 2 3 14 ( 26) 343 ( 30 ) 3 1 5 ( 49 ) 3 3 1 ( 33) 347 ( 30 )

倉吉市
旧 打 吹 駅 前 明 治 町 2 車 線 64 62 63 B 65 以下 ○ 第 3 種 メソ 70 66 6 7 6 7 6 3 1 08 ( 6) 1 0 1 ( 8 ) 8 1 ( 7 ) 98 ( 7 ) 80 ( 5 )

倉 吉 駅 前 通 り 上 井
2 車 線
を こ え る

70 6 6 68 たソ メソ X メソ 80 7 1 6 7 6 7 69 68 ｢ 208 ( 1 4) 200 ( 14 ) 1 69 ( 1 1 ) 200 ( 1 1 ) 1 77 ( 1 0 )

宮川町 ロ ー タ リ ー 宮 川 町
2 車 線
を こ え る

68 6 5 66 メソ メソ × " " 69 6 7 66 6 8 66 208 ( 6 ) 1 83 ( 1 0 ) 1 98 ( 9 ) 188 ( 8 ) 1 89 ( 7 )

境港市
鳥 取 銀 行
境 港 支 店 前

上 道 町 2 車 線 67 65 66 パン イン × イン 75 68 65 66 65 6 6 1 1 1 ( 1 5 ) 1 1 8 ( 1 5 ) 1 08 ( 1 2 ) 1 20 ( 1 0 ) 1 24 ( 1 2 )

境 公 民 館 前 湊 町 2 車 線 68 63 6 6 A 55 以下 × 第 2 種 70 64 63 6 3 65 66 1 1 2 ( 1 3 ) 1 07 ( 1 2 ) 97 ( 1 2 ) 1 1 1 ( 8 ) 1 26 ( 1 2 )

山 陰 合 同 銀 行
境 西 支 店 前

外 江 町 2 車 線 6 3 59 6 0 イン イン × イン れソ 5 7 5 7 56 5 6 6 0 6 2 ( 5 ) 6 7 ( 4 ) 5 7 ( 6 ) 63 ( 6 ) 73 ( 6 )

(澄 測定値は午前 8 時か ら午後 4 時ま での 2 時間お き 5 回の測定 ぜ
適否 と は環境基準のあて はめを行 っ た場合の判定
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表 92 昭和 63 年度 環境騒音調査結果

地区測定月日 測 定 場 所 所 在 地 道 路 名 車線数
測 定 値
中央値 〔 ホ ン (A) 〕

交通量 ( ) 大型
( 台 / 1 0 分間 ) 騒音 に 係 る 環境拳葉 う 梶野 ;中 央 値

雪 基凖値 ( 相当 ) 齪。雛硯×挙
鬘 昼間 朝夕 夜間/ 朝 昼間 タ 夜間
A 55 50 45 X X × ×

" 50 45 40 X O O O

A 55 50 4言r☆÷÷女÷ x x
" 5O 45 4『です÷÷てゞ÷｢6÷｢てゞ÷

皇契螫意“(斑球

爾1 昼 朝 夜
雰 間 タ 間
2 70 6 5 5 5昼間而 朝夕爾

朝 昼間 タ 夜間 朝 昼間 タ 夜間 相当類型
基準値 ( 相当 )

夕一×
夜間

×

昼間

X

昼間 朝夕

獺一生"-節
鳥取市1 0月1 9日

山 の 手 セ ン タ ー 別 吉 方 町 国 道 2 9 号 2 60 6 7 67 54 40

( 5 )

1 65

( 1 2 )

1 78

( 3 )

40

( 3 )

A

騎一郎 即一街 ○

X

○ ○文一〇
○

×

庁

2 70 1 65 1 5 5
" 袰 " 46 48 44 40

N T T 鳥 取 支 社 前 湯 所 町 国 道 2 9 号 2 70 7 1 70 5 7 1 6 0

( 1 7 )

2 1 7

( 27 )

1 83

( 7 )

5 1

( 5 )

A 5 5 50

" 袰 イン 44 47 4 2 38 イン 50 45 40

鳥 取 市 文 化 ホ ー ル 前 吉方温泉町 ( - ) 福部鳥 取線 2 59 6 1 6 2 50 50

( 2 )

1 34

( 1 0 )

1 39

( 5 )

40

( 1 )

B 6 5 60 55 ○ ○ × ○ 3 7u 70 " 6 5
" 6 0 5 5 50 O ○ ○ ○" 袰 " 4 1 43 44 46

鳥 取 ス ト ア 前 天 神 町 国 道 5 3 号 4 68 68 64 58 1 94

( 1 7 )

2 38

( 2 0 )

1 9 1

( 7 )

47

( 4 )

B 6 5 65 60 X × ○ ○ 3 8o l 7 5 L 6 5

イン 60 55 50 O ○ ○ ○" 裏 イン 4 9 45 48 43

倉吉市1 0月幻･2 1日
市 立 倉 吉 西 中 学 校 裏 秋 喜 (戴 倉吉赤碕中山線 2 63 6 0 5 7 43 1 0 8

( 4 )

75

( 8 )

5 7

( 0 )

20

( 0 )

A 55 50 45 X × X ○ 2 70 1 6 5 I 5 5

イン 5 0 45 一面 X ○ ○ ○倉 吉 西 高 グ フ ン ド 横 イン 47 46 43 40

ビ ノ グ フ イ フ ト ー ホ ー 横 米 田 町 国 道 1 7 9 号 4 69 63 56 46 2 38

( 9 )

1 20

( 6 )

48

( 1 )

1 3

く 1 )

A 60 5 5 50 X × × ○ 2 75 t 70 l 6 0

" 50 45 40 X ○ × ○滓 ･ 村 宅 前 ろソ 5 0 50 49 40

小 林 薬 局 前 明 治 町 ( - ) 木地山倉吉線 2 52 6 2 58 44 1 5

( 2 )

60

( 7 )

53

( 3 )

1 9

( 0 )

B 6 5 60 55 ○ ○ ○ ○ 3 75 ; 7o I 6 5
れツ 6 0 55 5 0 ○ ○ ○ ○光 明 寺 前 研 屋 町 42 44 39 36

上 丼 ビ ル 前 山 根 国 道 1 7 9 号 4 6 1 68 6 6 5 2 7 5

( 6 )

1 63

( 8 )

2 03

( 4)

4 2

( 1 )

B 6 5 65 60 ○ × X ○ 3 8o 1 7 5 I 6 5
イン 60 55 50 ○ ○ ○ ○倉吉体育文化会館駐市場 メソ 44 44 4 1 3 9

米子市1 0月認･鴛日
後 藤 ヶ 丘 中 学 校 入 口 上 後 藤 市 道 外 浜 街 道 線 2 60 66 6 3 53 37

( 3 )

1 1 6

( 2 )

1 09

( 3 )

2 3

( 0 )

A 55 50 45 X × × × 2 7o l 6 5 t 5 5
メソ 50 45 40 ○ ○ ○ ×" 正 門 前 メソ 45 48 38 46

戸 口 田 医 院 前 上 福 原 ( - ) 皆生西 原線 4 6 8 68 67 58 1 68

( 1 0 )

2 1 1

( 1 1 )

1 85

( 6 )

49

( 6 )

A 60 55 50 X × X × 2 7 5 毛 70 ･ 60
れソ 50 45 40 X ○ ○ ×

" 袰 イン

-

4 6 44 43 44

竹 内 医 院 前 根 因 町 国 道 9 号 2 7 1 73 7 3 65 2 84

( 2 9 )

2 30

( 35 )

1 76

( 2 3 )

6 9

( 23 )

B 6 5 60 55 X × × × 3 7 5 l 7o I 6 5
A 50 45 40 X ○ ○ ×

鉄 道 宿 舎 裏 イン 47 45 43 46

建 設 省 米 子 出 張 所 前 車 尾 国 道 9 号 4 73 75 7 3 6 1 236

( 6 8)

2 7 1

( 39 )

2 1 7

( 1 9 )

53

( 1 5 )

B 65 65 60 X × × × 3 80 - 7 5 t 6 5
A 50 45 40 X × × ×

" 袰 イン 54 53 53 47

境港市1 0月節･1 4日
境 公 民 館 前 湊 町 ( 主 ) 米 子境港線 2 69 66 6 1 49 9 5

( 8 )

1 25

( 1 1 )

5 3

( 3 )

2 5

( 1 )

A 55 50 45 X × × × 2 7 0 も 6 5 も 5 5
んツ 50 45 40 ○ ○ ○ ○境 小 学 校 裏 イン 43 4 9 42 40

山陰合同銀行境西支店前 外 江 町 ( 主 ) 米 子境港線 2 59 64 59 50 5 1

( 1 )

83

( 5 )

50

( 1 )

27

( 0 )

A 55 5 0 45 X × × × 2 7o I 6 5 I 5
イン 50 45 40 ○ ○ ○ ○松 本 進 宅 前 " 42 48 43 40

境 家 具 店 前 東 本 町 ( - ) 境 港 線 2 47 54 57 46 2 1

( 0 )

46

( 1 )

22

( 0 )

4

( 0 )

B 65 60 55 ○ ○ ○ ○ 3 75 t 7 o t 6
“ 60 55 50 ○ ○ ○ ○

" 袰 イン 42 45 43 39

都 田 水 産 前 上 道 町 国 道 4 3 1 号 4 6 1 6 1 56 54 8 3

( 6 )

1 2 1

( 1 0 )

65

( 3 )

1 9

( 3 )

B 65｢ 65 60 ○ ○ ○ ○ 3 80 ･ 7 5 ･ 6
" 60 55 50 ○ ○ ○ ○" 袰 イン 44 44 42 4 1袰

(潮 1 . 時間区分 騒音 昼間 午前 8 時~午後 7 時、 朝夕 : 午前 6 時~午前 8 時 と午後 7 時~午後 1 0 時、 夜間

2 . 測定時刻 午前 5 時 、 7 時、 1 0 時、 午後 4 時、 7 時、 1 0 時

3. 騒音の昼間 夜間の測定値は各時間区分の平均値であ る 。

4 . 交通量は 、 自 動二輪車以上の道路に面す る地点の通過車両台数であ る 。

5 . 道路名 の ( 主 ) は主要地方道 ( 県道 ) ( - ) は一般県道 ( 県道 ) であ る 。

午後 1 0 時~翌 日 午前 6 時
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第 2 節 騒音の防止対策

1 法 ･ 条例 に よ る規制

= ) 騒音に係 る環境基準

公害対策基本法第 9 条の規定に基づ く 、 ｢騒音に係 る環境基準｣ について は 、 昭和 46 年 5 月 25 へ

日 付け閣議決定に よ り 騒音に係 る環境上の条件について生活環境を保全 し 、 人 の健康の保護に資す

る 上で、 維持 され る こ と が望 ま しい基隼 ( 以下 ｢環境基準｣ と い う 。 ) と して定め られて い る 。 ( 表

93 )

な お 、 当環境基準は 、 地域の類型あてはめ制を と っ て い る が、 本県においては 、 平成元年 3 月 3 1

日 現在、 地域の類型あて はめは行 っ て いない。

表 93 騒音に係る環境基準 ( 昭和 46 年 5 月 25 日 閣議決定 )

環境基準は、 地域の類型及び時間の区分 ご と に次表の基準値の欄に掲げ る と お り と す る 。

地域の類型
時 間 の 区 分

該 当 地 域
昼 間 朝 ･ 夕 夜 間

A A 45 ホ ン(A)以下 40 ホ ン(A)以下 35 ホ ン(A)以下 環境基準に係 る水域及び地域の指定権
限の委任に関す る政令 ( 昭和 46 年政令
第 1 5 9 号 ) 第 2 項の規定に基つ き都道
府県知事か地域の区分 ご と に指定す る
地域

A 50 ホ ン(A)以下 45 ホ ン(A)以下 40 ホ ン(A)以下

B 60 ホ ン(A)以 下 55 ホ ン A)以 下 50 ホ ン(A)以下

露

(注) 1 A A をあてはめ る地域は療養施設が集合 して設置 さ れ る地域な ど と く に静穏を要す る 地域 と

す る こ と 。

2 A を あてはめ る 地域は主 と して住居の用 に供 さ れ る 地域 と する こ と 。

3 B をあて はめ る 地域は相当数の住居 と併せて商業、 工業等の用 に供 さ れ る地域 と す る こ と 。

ただ し 、 次表に掲げ る地域に該当する地域 ( 以下 ｢道路に面す る地域｣ と い う ) についてはそ

の環境基準は上表に よ らず次表の基準値の欄に掲げ る と お り と す る 。

　
地 域 の 区 分

時 間 の 区 分

昼 間 朝 ･ 夕 夜 間

A地域の う ち 2 車線を有す る道路に面す る地域 55 ホ ン(A)以下 50 ホ ン(A)以下 45 ホ ン(A)以下

A地域の う ち 2 車線を超え る車線を有す る道路に
面する地域

60 ホ ン(A)以下 55 ホ ン(A)以下 50 ホ ンA)以下

B 地域の う ち 2 車線以下の車線を有する道路に面
する地域

65 ホ ン、A)以 下 60 ホ ン(A)以 下 55 ホ ン(A)以下

B 地域の う ち 2 車線を超え る車線を有す る道路に
面する地域

65 ホ ン船)以 下 65 ホ ン(A)以下 60 ホ ン(A)以下

備考 車線 と は 1 縦列の 自 動車が安全かつ円滑に走行す る ために必要な一定の幅員を有す る 帯状の

車道部分をい う 。
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表 94 一般的な騒音 レヘル

ホ ン 状 況

1 40 極度の聴力障害

1 30 最大可聴限界

1 20 飛行機のエ ソ シ ソ の近 く

1 1 0 自 動車の ク フ ク シ ョ ン 、 船の機関室内

1 00 高速列車の近傍

90 組立工場、 やか ま しい地下鉄

80 交通のはげ しい交差点

70 電話の ヘル ( l m )

60 会話 ( 1 m ) 、 一般の事務室内

50 普通の事務室、 静かな住宅地

40 静かな図書館

30 深夜、 フ シ オ ･ プ レ ビ放送の ス タ ジ オ内

20 人 の さ さや き

1 0 木の葉の音

O
君

云話
了
解
の
低
下

作
業
能
率
の
低
下

難
聴

惹

起 襲 瘢
の の

( 2 1 法 に よ る規制

騒音規制法では 、 騒音を防止す る こ と に よ り 生活環境を保全すべき地域を知事か指定 し ( 法第 3

条第 1 項 ) こ の指定地域内にあ る工場 事業場におけ る事業活動に伴 う 騒音 ( 法第 2 条第 1 項及

び第 2 項 ) 建設に伴 っ て発生す る騒音 ( 法第 2 条第 3 項 ) を規制す る と と も に 、 自 動車か ら発生

す る 自 動車騒音の 。午容限度 ( 法第 1 6 条 ) を定め 、 道路の周辺の生活環境が著 し く そ こ なわれ る と 認

め る と き は措置要請 ( 法第 1 7 条 ) で き る こ と と して い る 。

本県におけ る地域指定状況は 、 表 95 と 表 96 の と お り であ る 。

表 95 地域指定状況

告 示 年 月 日 地 域 指 定 市 町 村 名

昭和 49 年 9 月 1 7 日

( 県告示第 778 号~第 780 号 )
鳥取市及び米子市の一部

昭和 50 年 5 月 30 日
( 県告示第 476 号~第 478 号 )

倉吉市及び境港市の一部

昭和 54 年 7 月 6 日

( 県告示第 575 号~第 577 号 )
国府町、 郡家町及び 日 吉津村の一部
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表 96 騒音規制の区域の区分 と 用途地域の関係

特定工場等において発生す る 騒音について規制す る 区域
並びに 自 動車騒音の限度に係 る 区域。

都市。十画法に基づ く
用 途 地 域 の 区 分

特定建設作業に伴 っ

て発生す る 騒音につ
いて規制す る 区域。用 途 地 域

第 1 種区域
良好な住居の環境を保全す る ため 、 特に静穏の保持を

必要 と す る 区域。

第 1 種住居専用地域

第 1 号区域

( 第 4 種区域の う ち 、

学校、 保育所、 病院、
診療所、 図書館及び
特別養護老人 ホ ー ム
の敷地の周囲約 80 m

以内の区域を含む。 )

第 2 種住居専用地域

第 2 種区域
住居の用 に供 されて い る ため 、 静穏の保持を必要 と す

る 区域。

第 2 種住居専用地域

住 居 地 域

第 3 種区域
住居の用 にあわせて商業 、 工業等の用 に供 さ れて い る

区域であ っ て 、 その区域内 の住民の生活環境を保全する
ため 、 騒音の発生を防止す る必要があ る 区域。

近 隣 商 業 地 域

商 業 地 域

準 工 業 地 域

第 4 種区域
主 と して工業等の用 に供 さ れて い る 区域であ っ て 、 そ

の区域内 の住民の生活環境を悪化 させな いため 、 著 しい
騒音の発生を防止する必要があ る 区域。

工 業 地 域
第 2 号区域

指 定 地 域 か ら 除 外 工 業 専 用 地 域 指定地域か ら除外

(注) 規制 の区域を示す図面は 、 県庁環境保全課 、 関係市役所及び町村役場公害相 当課に備え置 き 、

一般の縦覧に供 して い る 。

ァ 工場 、 事業場騒音

工場、 事業場騒音について規制の対象 と な る のは 、 指定地域内 にあ っ て 、 特定施設 ( 政令第 1

条 ) を設置 して い る工場及び事業場 ( 特定工場等 と い う 。 ) であ る 。

特定工場等には 、 規制基準の遵守義務が課せ られてお り 、 指定地域市町村長は、 規制基準に適

合 しな い こ と に よ り 、 周辺 の生活環境が損なわれる と 。忍め る場合に、 計画変更勧告や改善勧告、

更には改善命令を行 う こ と ができ る 。

表 97 特定工場等において発生す る騒音について の規制基準

区域＼邁当のの区分 区分
昼 間
午前 8 時か ら ･
午後 7 時 ま で ノ

朝 夕
午前 6 時か ら午前 8 時 ま で 、
午後 7 時か ら午後 1 0 時 ま で ノ

夜 間
午後 1 0 時か ら ･
翌 日 の午前 6 時 ま で ノ

第 1 種区域 50 ホ ン 45 ホ ン 45 ホ ン

第 2 種区域 60 ホ ン 50 ホ ン 45 ホ ン

第 3 種区域 65 ホ ン 65 ホ ン 50 ホ ン

第 4 種区域 70 ホ ノ 70 ホ ン 65 ホ ノ

〈 基準値は特定工場等 ( 騒音規制法施行令別表第 1 に定め る施設を設置す る工場 事業場 ) において

発生す る騒音の特定工場等の敷地の境界線 におけ る 大き さ 。 〉
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イ 建設作業騒音

建設作業職音“こっいて規制の対象 と な る のは 、 指定地域内にお し ･て 、 建設エ事を施エす る場合

に、 特定建設作業 ( 政令第 2 条 ) を伴 う 作業であ る 。

特定建設作業には、 届 出義務 G法第 14 条 ) が課せ られて い る 。 ま た 、 市町村長は 、 特定建設作

業に伴い発生す る騒音が一定の規制基準に適合 しな い こ と に よ り 、 生活環境が著 し く 損なわれ る

と 認め る 場合においては 、 必要な勧告、 命令の措置 ( 法第 1 5 条 ) を と る こ と かでき る 。

表 98 特定建設作業に伴 っ て発生す る騒音について の規制基準

特定建設作業

規制項 目

① く い打機( も
んけんを除 く ◇

く い抜機又は

く い打 く い抜
機 ( 圧入式 く

い打 く い抜機

を除 く 。 ) を使

用 す る作業

( く い打機 を
ア ー ス オ ー ガ

- と 併用 す る

作業 を除 く 。 )

② び ょ う 打

機 を使用 す
る 作業

③ さ く 岩機
を使用 す る

作業 ( 作業
地点か連続
的 に移動す

る 作業に あ
っ て は 、 一

日 に お け る

当該作業 に

係 る 二地点

間 の最大距

雛か印 メ ー
ト ル を こ え

な い作業 に
限 る。 )

④空気圧縮機

( 電動機以外
の原動機を用
い る も ので あ

っ て 、 そ の原

動機の定格出
力か 1 5 キ ロ ワ

ソ ト 以上の も

の に 限 る。 ) を

使用 す る作業
( さ く 岩機の
動力 と し て使
用 す る作業 を

除 く 。 )

⑤ コ ン ク J 一 ト プ

フ ン ト ( 混練機の

混練容量か 0 4 5立

万 メ ー ト ル以上の

も の に 限 る。 ) 又 は
ア ス フ ァ ル ト ブ フ

ン ト ( 混線機の混
練重量か 20 0 キ ロ

グ フ ム 以上の も の

に 限 る 。 ) を 設 け て

行な う 作業 ( モ ル
タ ル を製造す る た
め に コ ン ク j 一 ト

プ フ ン ト を投 げ て

行な う作業を除 く 。 )

適 用 除 外

第 1 号基準 ( 音量
基準 )

作業場所の敷地の

境界線 に お け る 騒

85 ホ ン を超 えな い こ と

第 2 号基準
( 作業時刻
に 関す る基

隼 )

作業禁止の
時間帯

第 1 号

区 域
午後 ? 時~午前 7 時

災害 ･ 非常 の事

態 、 人 の生命の

危険防止 、 鉄 ･

軌道 の正常運転、
道路法 道交法

の 占用及び許可

の夜間指定

第 2 号

区 域
午後 1 0 時~午前 6 時

第 3 号基準
( 作業時間
に 関す る基

凖 )

作業時間の
長 さ の制限

第 1 号

区 域
1 日 1 0 時間

1 日 て完了 す る

作業 、 災害 ･ 非
常 の事態 、 人 の

生命 の危険防止第 2 号
区 域

1 日 1 4 時間

第 4 号基準 ( 作業
期間に関する基準 )

連続 し て作業す る
こ と のて き る 日 数

6 日 間以内
災害 ･ 非常の事
態 、 人 の生命の

危険防止

第 5 号基準 ( 作業
日 に 関 す る 基準 )

作業 を禁止す る 日

日 曜 日 、 そ の他の休 日

災害 ･ 非常の事
態 、 人 の生命の

危険防止 、 鉄

軌道の正常運転

道路法 ･ 道交法

の 占用及 び許可

の夜間指定

勧告 命令の内容

特定建設作業の騒音か第 1 号の基準 ( 音量基隼 ) を超 え て い る 場合 、 騒音の
防止の方法の改善の みな ら す 、 一 日 に お け る 作業時間 を 1 0 時間 ( 第 1 号区域
( 第 2 号区域に あ っ ては 1 4 時間 の 未満 4 時間以上の間 に おいて短縮す る こ と
も 勧告 命令 で き る 。
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ウ 自 動車騒音

騒音規制法では 、 自 動車構造の改善に よ り 自 動車騒音の防止を図 る ため 、 環境庁長官が 自 動車

騒音の大 き さ の許容限度を定め 、 こ れを道路運送車両の保安基準において拍保す る こ と と し て い

る 。 ま た 、 指定地域内 にあ っ て 、 市町村長か 自 動車騒音について 、 その測定 レヘルが一定の限度

を超え 、 道路周辺の生活環境が著 し く 損なわれ る と 認め る と き は 、 都道府県公安委員会に対 して

道路交通法の規定に よ る措置を と るへ き こ と を要請 し 、 ま た必要に応 じ 、 道路管理者等に対 し 、

道路構造の改善その他の 自 動車騒音の大 き さ の減少に資す る事項に関 し 、 意見を述べ る こ と か で

き る 。

表 99 騒音規制法第 1 7 条第 1 項の規定に基づ く 指定地域内 におけ る 自 動車騒音の限度

区 域 の 区 分
時 間 の 区 分

昼 間 朝 ･ 夕 夜 間

1 第 1 種区域の う ち 1 車線を有する道路に面する 区域 55 ホ ン 50 ホ ン 45 ホ ン

2 第 2 種区域の う ち 1 車線を有す る道路に面す る 区域 60 ホ ン 55 ホ ン 50 ホ ン

3 第 1 種区域及び第 2 種区域の う ち 2 車線を有す る道路に面す る 区域 70 ホ ン 65 ホ ン 5 5 ホ ン

4 鶴墾難ぞ第 2 種区域の う ち 2 車線を こ え る車線を有す る道路 75 ホ ン 70 ホ ン 60 ホ ン

5 第 3 種区域及び第 4 種区域の う ち 1 車線を有す る道路に面する区域 70 ホ ン 65 ホ ン 60 ホ ン

6 第 3 種区域及び第 4 種区域の う ち 2 車線を有する道路に面す る 区域 75 ホ ン 70 ホ ン 65 ホ ン

7 盤鱗姿蚤び第 4 種区域の う ち 2 車線を こ え る車線を有す る道路 80 ホ ン 7 5 ホ ン 65 ホ ン

( 3 ) 航空機騒音に係 る環境基準

@ 公害対策基本法第 9条 の規定に基づ く 、 ｢航空機騒音に係 る 環境基凰 については 昭和 48 年 1 2

月 27 日 付環境庁告示第 1 54 号に よ り 騒音に係 る環境上の条件につ き 、 生活環境を保全 し 、 人 の健康

の保護に資す る う え で維持す る こ と か望 ま しい航空機騒音に係 る基準 〔 以下 ｢環境基準 ｣ と い う 。 )

と して定め られて い る 。 ( 資料 1 2 参照 )

本県においては 、 鳥取市に 鳥取空港 ( 管理者 も鳥取県 ) と 境港市に美保飛行場 ( 管理者 . 防衛庁、

共用飛行場 ) の 2 つかあ り 、 環境基準に基づ く 飛行場の区分は 、 鳥取空港の場合第 3 種空港に該当

する飛行場であ り ま た 、 美保飛行場の場合は 、 自 衛隊等が使用す る飛行場であ り 、 第 2 種空港A に

準ず る飛行場に該当す る も の であ る か 両飛行場 と も 現在 、 環境基準の地域の類型あてはめは行 っ

て い な し ･
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( 4 ) 条例 に よ る規制

ァ 工場、 事業場騒音

近時、 ビ ル等の増加に伴い冷房用 の ク ー リ ン グ タ ワ ー の騒音が問題 と な っ て い る が 、 こ れを鳥

取県公害防止条例に よ り 騒音関係特定施設 ( 表 1 00 ) と して 、 昭和 47 年 4 月 1 日 か ら規制を行 っ

て お り 、 規制地域及び規制基準は騒音規制法に準拠してい る 。

表 1 00 鳥取県公害防止条例に よ る騒音関係特定施設の規模

施 設 名 規 格

ク ー リ ン グ タ ワ ー 送風機の原動機の定格出力が 0. 75 キ ロ ワ ノ ト 以 上の も の に限 る 。

イ 深夜騒音

深夜の静穏を保持す るため 、 全県下の工場、 事業場等すべて の事業活動に伴 う 深夜 〔 午後 1 0 時

か ら翌 日 の午前 6 時 ま で ) の騒音を昭和 47 年 4 月 1 日 か ら規制 して い る 。 事業活動すなわち 、 物

の製造、 加工に伴 っ て発生す る騒音のはか 、 例えば飲食店を営む こ と に よ っ て発生す る音楽放送、

バ ン ド演奏、 カ フ オ ケ及び き ょ う 声な どの騒音 も 含めて規制を行 っ て い る 。

表 1 0 1 鳥取県公害防止条例に よ る深夜騒音の規制基準

区 域 の 区 分 基 準 値

1 騒擾鼾第 3 条簿 項の規定に基づいて指定 された第 3 種区域及び知事か別に定 50 ホ ン

2 受難鼾第 3 条第 1 項の規定に基づいて指定 された第 4 種区域及び知事か別に定 65 ホ ン

3 1 及び 2 に掲げ る 区域以外の区域。 ( 秀美馴挫匙廉事内の分区及び工業 ) 45 ホ ン

ゥ 拡声機騒音

近年、 工場 ･ 事業場騒音以外の騒音苦情が増加する傾向にあ る の で、 こ れに対処する ため 、 拡

声機に よ る騒音を昭和 63 年 1 0 月 1 日 か ら規制 してい る 。

1 商業宣伝を 目 的 と して 、 拡声機を使用する放送を してはな ら な い区域 ( 次に掲げる 施設の敷地の

周囲か ら おおむね 50 メ ー ト ル以内 の区域 )

( 1 ) 学校教育法第 1 条に規定す る学校

団 ノ巳童福祉法第 7 条に規定す る保育所

( 3 ) 医療法第 1 条の 2 第 1 項に規定す る病院及び同条第 2 項に規定す る 診療所の う ち患者の収容施

設を有する も の

(4 ) 図書館法第 2 条第 1 項に規定す る 図書館
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福祉法第 14 条第 1 項第 2 号に規定す る特別養護老人 ホ

2 商業宣伝を 目 的 と して 、 航空機か ら拡声機を使用す る放送の制限

使用時間 午前 8 時か ら午後 7 時 ま で

音 量 : 地上において 65 ホ ン以下

区 域

音 量

午前 6 時か ら
午後 1 0 時 ま で

午後 1 0 時か ら
翌 日 の午前 6 時 ま で

1 騒音規制法第 3 条第 1 項の規定

に基ついて指定 された地域

第 1 種区域 70 ホ ン 45 ホ ン

第 2 種区域 70 ホ ン 45 ホ ン

第 3 種区域 70 ホ ン 50 ホ ン

第 4 種区域 70 ホ ン 65 ホ ン

2 1 に掲げ る 区域以外の区域 ( 工業専用地域、 臨

港地区内 の分区及び工業のための埋立地を除 く 。 )
7 0 ホ ン 45 ホ ン

区 域 音 量

1 騒音規制法第 3 条第 1 項の規定に基づいて指定 された

地域

第 1 種区域 55 ホ ン

第 2 種区域 65 ホ ン

第 3 種区域 70 ホ ン

第 4 種区域 70 ホ ン

2 1 に掲げ る区域以外の区域 ( 工業専用地域、 臨港地区内 の分区及び工

業のための埋立地を除 く 。 )
7 0 ホ ン
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4 拡声機使用 の制限の対象 と な ら ない場合

田 災害時におけ る警戒活動等に伴い放送をする場合

( 2 1 電気 、 ガ ス又は水道の事業に関す る広報活動 と して放送をす る場合

圏 公共の輸送機関の業務に関 し駅又は発着場において放送をす る場合

( 4 ) 公務員がその職務に関 し放送をす る場合

･ 窃 公職選挙法に よ る選挙運動のために放送をす る場合

( 6 ) 祭礼 、 盆踊 り そ の他地域の風俗慣習 と して行われ る行事に伴い放送をする場合

( 7 ) 集団 の整理誘導のために放送をす る場合

(稍 酊各号に掲げ る場合のはか 、 知事が公益上やむを得な い と 認め る場合

2 特定施設等の届 出状況

= 騒音規制法に よ る特定施設の届出数

表 1 02 特定施設の種類別届出数

( 平成元年 3 月 3 1 日 現在 )

種 類 ＼＼＼＼･市町村名 鳥取市 米子市 倉吉市 境港市 国府町 郡家町 日吉澤防寸 合 計

1 金 属 加 工 機 械 156 1 1 5 66 1 9 5 36 1

2 空 気 圧 縮 機 等 268 20 6 1 0 1 60 3 2 86 7 26

3 土 石 用 破 砕 機 等 27 2 2 9

4 織 機

5 建 設 用 資材製造機械 2 6 3 2 マーム '･I- 1 5

6 穀 物 用 製 粉 機

7 木 材 加 工 機 械 4 1 1 2 2 45 6 3 2 2 1 9

8 抄 紙 機 2 1 6 9

9 印 刷 機 械 1 0 1 73 2 9 8 5 2 2 1 8

1 0 合成樹脂用射出成形機 9 1 0 1 20

1 1 鋳 型 造 型 機 1 1 1 1

計 6 06 5 3 3 2 54 97 5 1 2 1 0 1 1 , 6 0 8

届 出 工 場 事 業 場 100 1 06 45 2 6 4 9 5 2 95
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( 2 ) 騒音規制法に よ る特定建設作業の届出数

表 1 03 特定建設作業の種類別届出数

( 昭和 63 年度中 )

種 類 、＼~＼＼市町村名 鳥取市 米子市 倉吉市 境港市 国府町 郡家町 日吉津村 合 。十

1 作業打機等を使用する 6 49 3 3 6 1

2 搾# 打機を使用す る

3 柔 く 岩機を使用す る作 1 7 20 4 1 42

4 穰圧縮機を使用する 2 2

コ ン ク リ ー ト ブ フ ソ ト

5 等を設けて行 う 作業

。十 2 3 7 1 7 4 1 0 5

国 鳥取県公害防止条例に よ る騒音関係特定施設届出数

表 1 04 騒音関係特定施設届出数

( 平成元年 3 月 3 1 日 現在 )

種 類 、＼＼＼＼市町村名 鳥取市 米子市 倉吉市 境港市 国府町 郡家町 日吉津村 合 。十

ク ー リ ン グ タ ワ ー 2 1 8 200 30 1 8 5 47 1

届 出 事 業 場 1 27 1 24 1 7 1 5 3 286
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第 4 章 振 動

第 1 節 振動の現況

概 要

振動は 、 その発生源が生産工場、 建築 ･ 土木工事、 交通機関等が主体 と な っ て お り 、 騒音 と 同様に

感覚的、 かつ 、 心理的な要素が加わ り 、 不快感や気分がイ フ イ フす る等の被害を与え 、 ま た 、 振動が

大 きか っ た り 、 発生源が近接 して い る場合は 、 壁、 タ イ ル等の ヒ ビ 割れ、 屋根がわ ら の ズ レ等の物的

被害を生 じ る 。 ( 表 1 0 5 )

昭和 63 年度の振動苦情は 2 件であ っ た。

表 1 05 地震 と 振動 レベル

気 象 庁 震 度 階 級 ( 1 94 9 年 )

0 無感 ( No fee l 1ng )

人体に感 じな い で地震。十に記録 され る程度

加速度 0. 8 ga l ( 55 d B ) 以下

I 微震 ( S 1 1 g h t )

静止 して い る 人や、 特に地震に注意深い人だけに感ずる程度の地震

0. 8 ~ 2 5 ga l ( 55 ~ 65 d B )

虹 軽震 ( Weak )

多ぜいの人に感ずる程度の も の で、 戸 、 障子がわずかに動 く のがわか る く ら いの地震

2. 5 ~ 8 0 ga l ( 65 ~ 7 5 d B )

m 弱震 ( R a t h e r s t r o ng )

家屋かゆれ 、 戸 、 障子が カ タ ガ タ と 鳴動 し 、 電灯の よ う なつ り 下げ物は相当ゆれ器内 の水面の

動 く のがわか る程度の地震

8 0 ~ 25 0 ga l ( 7 5 ~ 85 d B )

N 中震 ( S t r o ng )

家屋の震動が激 し く 、 すわ り の悪い花びんな どは倒れ 、 器内 の水はあふれ出 る 。 ま た 、 歩いて

い る人に も 感 じ られ 、 多 く の人 々 は戸外に飛び出す程度の地震

25 0 ~ 80 . 0 g a 1 〔 85 ~ 95 d B )

V 強震 ( V e ry s t r o ng )

壁に割 目 がはい り 、 墓石 、 石 ど う ろ が倒れた り 、 煙突 、 石垣な どか破損す る程度の地震
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80 . 0 ~ 250 . 0 ga l ( 95 ~ 1 0 5 d B )

M 烈震 ( D 1 s a s t r o u s )

家屋の倒壊は 30 %以下で山 く ずれが起 き地割れを生 じ、 多 く の人 々 はすわ っ て い る こ と かて き

な い程度の地震

250 0 ~ 400 0 ga l ( 1 05 ~ 1 1 o d B )

W 激震 ( V e ry d 1 s a s t r o u s )

家屋の倒壊か 30 %以 上にお よ び、 山 く ずれ、 地割れ 、 断層な どを生ずる

400 0 ga l ( 1 1 o d B ) 以 上

(注) ga 1 と dB と の換算は周波数か 4 ~ 8 H z と 仮定 し 、 1 ga l = 1 cm / S 2 = 0 0 1 m / S 2 の関係

か ら振動 レヘルを求めた。 な お 、 本表の加速度値は ピ ー ク 値であ る 。

2 各種振動測定凋査結果

( “ 道路交通振動調査

環境週間 ( 6 月 5 日 ~ 1 1 日 ) の行事の一つ と して 、 鳥取市 6 地点 、 倉吉市 3 地点 、 米子市 6 地点、

及び境港市親地点計 1 8 地点において道路交通振動測定を し、 併せて 自動車台数 ○原付自 動二輪車以上 )

を調査 した。 ( 表 1 0 6 )

こ の 調査は振動規制法に基づ く 測定方法で行い 、 その 80 パ ー セ ン ト レ ソ ン の 上端値の昼間の平均

値で見れば 、 鳥取市 42 ~ 47 プ シ ベル ( 以下 ｢ d B ｣ と 。己す 。 ) 倉吉市 4 1 ~ 49 d B 、 米子市 42 ~

50 d B 、 境港市 33 ~ 45 d B で あ り 、 いずれの地点において も 振動規制法第 1 6 条に基つ く指定地域

内におけ る道路交通振動の限度 と 比較すれば限度以下であ る 。

( 2 ) 環境振動実態捌査

昭和 63 年度中に 、 振動規制法に基づ く 規制地域の指定を行 っ て い る 4 市 ( 1 6 地点 ) で実施 した

調査結果は表 1 07 の と お り であ る 。

" 覊査結果をみる と 、 いずれの地点において も 、 振動規制法第 1 6 条に規定す る指定地域内‘おけ る
道路交通振動の限度以下であ る 。
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表 106 昭和 63 年度 道路交通振動測定結果

測 定 地 点 所在地

道路が

有する

車線数

道 路 交 通 振 動 総 車 両 通 過 台 数

振 動 レ ベ ル

〔 80 % レ ン ジ

上端値 ( 証3 ) 〕

の限度 〔80%
レン ジ上端値
(dB ) 〕

区域の

区 分

最 高

(大型車)

(台/ 1 0

分間)

最 低

(大型車)

( 台/ 1 0

分間)

平 均

(大型車)

(台/ 1 0

分贋ゆ
最高値 最低値 平均値

区域の

区 分

鳥取市
鳥 取 駅 前

永 楽

温泉町
2 車 線
を こ え る

48 45 46 第 2 種 70 1 64 ( 1 7 ) 1 25 ( 1 0 ) 1 45 ( 1 3 )

鳥取県物産観
光セ ン タ ー 前 森泉綺

2 車 線
を こ え る

50 45 47 " イン 2 1 7 ( 1 9 ) 1 56 ( 6 ) 1 8〇 ( 1 O )

県 庁 前 東 町
2 車 線
を こ え る

50 43 47 イン メソ 1 97 ( 1 8 ) 1 29 ( 1 D 149 ( 1 4 )

大 村 薬 局 前 片 原 2 車 線 49 4 1 44 召ソ 召リ 1 64 ( 4 ) 1 2 7 ( 1 ) 1 49 ( 3 )

鳥取警察署附
近く漁連会館)

青葉町 2 車 線 45 40 42 たり イン 3 93 ( 1 2 ) 2 97 ( 1 6 ) 32 1 ( 1 7 )

面谷外科附近 吉方町
2 車 線
を こ え る

48 42 45 第 1 種 65 23 3 ( 1 6 ) 1 23 ( 7 ) 1 89 ( 1 1 )

米子市
米 子 駅 前 明治町

2 車 線
を こ え る

52 45 49 第 2 種 70 20 8 ( 20 ) 1 23 ( 1 2 ) 1 50 ( 17 )

中 国 電 力 前 加茂町
2 車 線
を こ え る

52 48 50 れソ " 2 75 ( 24 ) 2 24 ( 24 ) 244 ( 30 )

米子市公会堂 角盤町
2 車 線
を こ え る

5 1 48 50 イン "- 36 7 ( 37 ) 2 7 3 ( 34 ) 323 ( 32 )

消 防 署 附 近
(理容セ ンス前)

富 士

見 町

2 車 線
を こ え る

48 4 1 45 メソ " 274( 1 1 ) 1 95 ( 5 ) 242 ( 1 0 )

鳥 取 銀 行
米 子 支 店 前

西福原
2 車 線
を こ え る

5 1 4 9 50 パン パン 463 ( 35 ) 3 54 ( 3 7 ) 383 ( 35 )

山陰ナ シ ョ ナ

ル製品販売前
米 原

2 車 線
を こ え る

43 40 42 第 1 種 65 428 ( 26 ) 3 1 2 ( 28 ) 347 ( 30 )

倉吉市
旧 打 吹 駅 前 明治町 2 車 線 43 39 4 1 第 2 種 70 9 9 ( 4 ) 63 ( 4 ) 80 ( 5 )

倉吉駅前通 り 上 井
2 車 線
を こ え る

5 1 46 48 者ソ メソ 22 1 ( 1 6 ) 1 5 1 ( 8 ) 1 77 ( 1 O )

宮 川 町
ロ ー タ リ ー

宮川町
2 車 線
を こ え る

50 47 4 9 イン メソ 2 2 1 ( 8 ) 1 66 ( 4 ) 1 89( 7 )

境港市

鳥 取 銀 行
境 港 支 店 薗

上道町 2 車 線 46 44 45 メソ イン 1 34 ( 8 ) 1 1 6 ( 1 3 ) 1 24 ( 1 2 )

境 公 民 館 前 湊 町 2 車 線 47 42 44 第 1 種 65 1 33 ( 1 1 ) 1 1 3 ( 8 ) 1 26 ( 1 2 )

山陰合同銀行
境 西 支 店 前

外江町 2 車 線 35 3 1 3 3 れソ れソ 84( 6 ) 58 ( 4 ) 73 ( 6 )

月

(潴 測定値は午前 8 時か ら午後 4 時ま での 2 時間おき 5 回の測定
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昭 和 59 年 ~ 63 年 の 年 度 変 化 ( 平 均 値 )

道 路 交 通 振 動

〔 80 % レ ン ジ の上端値 ( d B ) 〕
総車両通過台数 ( 大型車 )

( 台 / 1 0 分間 )

59 年度 60 年度 6 1 年度 62 年度 63 年度 59 年度 60 年度 6 1 年度 62 年度 63 年度

50 4 5 48 47 46 1 33 ( 1 4 ) 1 70 ( 1 4 ) 1 46 ( 1 2 ) 1 5 2 ( 1 5 ) 1 4 5 ( 1 3 )

48 4 7 48 48 47 1 6 5 ( 1 2 ) 1 95 ( 1 7 ) 1 96 ( 1 6 ) 1 84 ( 1 4 ) 1 80 ( 1 0 )

48 47 47 48 47 1 4 3 ( 1 6 ) 1 1 3 ( 1 8 ) 1 43 ( 1 5 ) 1 5 2 ( 1 4 ) 1 49 ( 1 4 )

45 44 45 45 44 1 32 ( 2 ) 1 30 ( 2 ) 1 30 ( 4 ) 1 36 ( 3 ) 1 49 ( 3 )

44 40 4 1 42 4 2 280 ( 20 ) 2 20 ( 1 7 ) 2 8 1 ( 20 ) 3 1 4 ( 1 8 ) 3 2 1 ( 1 7 )

46 4 1 48 44 45 1 85 ( 1 3 ) 1 36 ( 1 2 ) 1 92 ( 1 2 ) 1 85 ( 9 ) 1 89 ( 1 1 )

49 48 46 49 49 1 38 ( 5 ) 1 20 ( 1 9 ) 1 3 1 ( 2 1 ) 1 37 ( 2 1 ) 1 50 ( 1 7 )

5 1 4 9 46 50 5 0 2 34 ( 3 1 ) 24〇 ( 3 6 ) 2 28 ( 33 ) 246 ( 30 ) 2 44 ( 30 )

48 48 46 4 9 50 33 3 ( 33 ) 330 ( 35 ) 3 32 ( 34 ) 337 ( 36 ) 3 2 3 ( 3 2 )

48 47 46 45 45 255 ( 1 3 ) 2 55 ( 1 9 ) 247 ( 24 ) 2 33 ( 1 3 ) 24 2 ( 1 0 )

5 1 49 49 49 50 358 ( 28 ) 3 67 ( 30 ) 35 1 ( 45 ) 370 ( 35 ) 383 ( 3 5 )

45 44 43 44 42 3 1 4 ( 26 ) 343 ( 30 ) 3 1 5 ( 49 ) 33 1 ( 33 ) 347 ( 30 )

44 38 38 3 9 4 1 1 0 8 ( 6 ) 1 0 1 ( 8 ) 8 1 ( 7 ) 98 ( 7 ) 80 ( 5 )

52 5 1 46 47 48 208 ( 1 4 ) 200 ( 1 4 ) 1 6 9 ( 1 1 ) 20 0 ( 1 1 ) 1 77 ( 1 0 )

47 4 9 47 48 4 9 20 8 ( 6 ) 1 83 ( 1 0 ) 1 98 ( 9 ) 1 88 ( 8 ) 1 8 9 ( 7 )

4 7 47 46 46 45 1 1 1 ( 1 5 ) 1 1 8 ( 1 5 ) 1 08 ( 1 2 ) 1 20 ( 1 0 ) 1 24 ( 1 2 )

5 1 45 43 46 44 1 1 2 ( 1 3 ) 1 0 7 ( 1 2 ) 97 ( 1 2 ) 1 1 1 ( 8 ) 1 26 ( 1 2 )

36 35 35 34 3 3 6 2 ( 5 ) 6 7 ( 4 ) 5 7 ( 6 ) 6 3 ( 6 ) 7 3 ( 6 )
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表 107 昭和 63 年度 環境振動凋査結果

地区測定月日 測 定 場 所 所在地 道 路 名 車線数
測定値
80% レ
ソ シ の

上端値
( dB )

交 通 量

( ) 大型

( 台/ 1 0 分間 )

道路交通振

動の限度 80
% レ ン ジの

上端値(dB )

昼間 夜間 昼間 夜間 区域区分
メ澪)

昼間 夜間

鳥取市10月1 9日
山 の 手 セ ン タ ー 別 吉方町 国 道 29 号 2 46 3 9 1 6 5 ( 1 2 ) 74 ( 4 ) 膚1上一 65 60

N T T 鳥 取 支 社 前 湯所町 国 道 29 号 2 46 4 1 2 1 7 ( 2 7 ) 1 u ( 9 ) T.I- 6 5 60

鳥 取 市 文 化 ホ ー ル 前 壼泉爵 (-) 福部鳥取線 2 47 39 1 34 ( 1 0 ) 6 7 ( 2 ) 2 70 6 5

鳥 取 ス ト ア 前 天神町 国 道 53 号 4 49 4 1 238 ( 2 0 ) 1 20 ( 8 ) 2 70 65

倉吉市1 0月"･2 1日
市 立 倉 吉 西 中 学 校 裏 秋 喜 翌倉吉赤碕中山線 2 33 27 75 ( 8 ) 5 1 ( 1 ) すま- 65 60

ビ ノ グ フ イ フ ト ー ホ ー 横 米 田町 国 道 1 79 号 4 39 4 1 1 20 ( 6 ) 78 ( 3 ) 1 65 60

小 林 薬 局 前

上 丼 ビ ル 前

明治町 (一)木地山倉吉線 2 4 1 30 6O く 7 ) 2 7 ( 1 ) 2 70 65

山 根 国 道 1 79 号 4 55 4 3 1 63 〔 8 ) 9 1 ( 3 ) 2 70 65

米子市1 0月甥･1 3日
後 藤 ヶ 丘 中 学 校 入 口 上後藤 市道外浜街道線 2 47 40 1 1 6 ( 2 ) 48 ( 2 ) 1 65 60

戸 口 田 医 院 前 上福原 (一) 皆生西 原線 4 38 3 5 2 1 1 ( 1 1 ) 1 1 3 ( 7 ) 1 65 60

竹 内 医 院 前 松園町 国 道 9 号 2 46 45 2 30 ( 35 ) 1 5 0 ( 24 ) 2 70 65

建 設 省 米 子 出 張 所前 車 尾 国 道 9 号 4 49 48 2 7 1 ( 39 ) 1 40 ( 2 9 ) 2 70 6 5

境港市め月聡･1 4日
境 公 民 館 湊 町 (戴 米 子境港線 2 5 1 37 1 2 5 ( 1 1 ) 50 ( 3 ) 1 65 60

山陰合同銀行境西支店前 外江町 (副 米 子境港線 2 39 30 83 ( 5 ) 39 ( 1 ) 1 65 60

境 家 具 店 前 東本町 (一) 境 港 線 2 38 3 1 46 ( 1 ) 1 3 ( 0 ) 2 70 6 5

都 田 水 産 前 上道町 国 道 43 1 号 4 39 3 2 1 2 1 ( 1 0 ) 4 7 ( 3 ) 2 70 6 5

(澄 1 . 時間区分 振動 昼間 午前 8 時~午後 7 時、 夜間 : 午後 7 時~翌 日 の午前 8 時

2 . 測定時刻 午前 5 時、 7 時、 1 0 時、 午後 4 時、 7 時、 1 0 時

3 . 振動の昼間 夜間 測定値は各時間区分の平均値であ る 。

4. 交通量は 、 自 動二輪車以上の道路に面す る 地点の通過車両台数で あ る 。

5 . 道路名の ( 主 ) は主要地方道 ( 県道 ) 、 ( 一 対ま一般県道 ( 県道 ) で あ る 。
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第 2 節 振動の防止対策

法によ る規制

( 1 ) 振動規制法

振動規制法 ( 昭和 5 1 年 1 2 月 1 日 施行 ) では 、 都道府県知事か振動を防止す る こ と に よ り 住民の

生活環境を保全する必要があ る と 認め る地域を指定 し 、 こ の地域内において 、 工場及び事業場にお

け る事業活動並びに建設工事に伴 っ て発生す る相当範囲にわた る振動 ( 法第 2 条 ) につい て必要な

規制を行 う と と も に 、 道路交通振動に係 る要請の措置を定め る こ と な どに よ り 生活環境を保全 し 、

国民 の健康の保護に資す る こ と と して い る 。

本県におけ る地域指定状況は次表の と お り で あ る 。

表 1 08 地域指定状況

告 示 年 月 日 地 域 指 定 市 町 名

昭和 53 年 6 月 9 日
( 県告示第 53 1 号~第 53 3 号 )

鳥取市、 米子市 、 倉吉市及び境港市の一部

昭和 59 年 4 月 27 日
( 県告示第 360 号~第 3 62 号 )

国府町の一部

表 1 0 9 振動規制の区域の区分 と 用途地域の関係

特定工場等において発生す る振動について規制す る
区域並びに道路交通振動の限度に係 る 区域

都市計画法に基づ く
用途地域の区分

特定建設作業に伴 っ て発
生す る振動について規制
す る 区域

第 1 種区域
良好な住居の環境を保全す る ため 、 特に静穏の

保持を必要 と する 区域及び住居の用 に供 されて い
る ため 、 静穏の保持を必要 と す る 区域

第 1 種住居専用地域

第 1 号区域

( 工業地域の う ち 、 学校、

保育所 、 病院 、 診療所、
図書館及び特別養護老
人 ホ ー ム の敷地の周囲
約 80m以内の区域を含
む )

第 2 種住居専用地域

住 居 地 域

第 2 種区域
住居の用 に併せて商業 、 工業等の用 に供 さ れて

い る区域で あ っ て 、 そ の区域内 の住民の生活環境
を保全す る ため 、 振動の発生を防止す る必要かあ
る 区域及び主 と して工業等の用 に供 さ れて い る区
域であ っ て 、 その区域内 の住民の生活環境を悪化
さ せな いため 、 著 し い振動の発生を防止す る必要
があ る 区域

近 隣 商 業 地 域

商 業 地 域

準 工 業 地 域

工 業 地 域 第 2 号区域

指 定 地 域 か ら 除 外 工 業 専 用 地 域 指定地域か ら除外

鮭) 規制の区域を示す図面は 、 県庁環境保全課、 関係市役所及び町役場公害相当課に備え置 き 、

一般の縦覧に供 し て い る 。
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ァ 工場、 事業場振動

工場、 事業場振動について規制の対象 と な る のは 、 指定地域内にあ っ て 、 特定施設 ( 政令第 1

条 ) を設置 して い る工場及び事業場 ( 特定工場等 と い う 。 ) であ る 。

I 特定工場等には 規制=基準の遵守義務か課せ られてお り指定地域市町村長は規制基準に適合
-け し な い振動を発生する こ と に よ り 周辺の生活環境か損なわれる と 認め る と き 、 振動の防止の方法

等に関 し、 改善等の勧告及び改善命令を行 う こ と ができ る 。

表 1 1 0 特定工場等において発生する振動について の規制基準

区域の区、分~~崎超の区分
昼 間

( 午前 8 時か ら午後 7 時 ま で )
夜 間

( 午後 7 時か ら翌 日 の午前 8 時 ま で )

第 1 種 区 域 60 プ シ ベル 55 デ シ ヘル

第 2 種 区 域 65 プ シ ベル 60 プ ソ ヘ ノレ

〔 基準値は特定工場 ( 振動規制法施行令別表第 1 に定め る施設を設置する工場 事業場 ) において

発生す る振動の特定工場等の敷地の境界線上におけ る大 き さ 。 〕

イ 建設作業振動

建設作業振動について規制の対象 と な る のは 、 指定地域内において 、 建設工事を施工す る場合

に 、 特定建設作業 ( 政令第 2 条 ) を伴 う 作業であ る 。

特定建設作業には 、 届出義務が課せ られて い る 。 ま た 、 市町村長は 、 特定建設作業に伴い発生

する振動か一定の基準に適合 しない こ と に よ り 、 周辺の生活環境か著 し く 損なわれ る と 認め る と

き は 、 振動の防止の方法等に関 し 、 改善勧告及び改善命令を行 う こ と ができ る 。

=

ね
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表 1 1 1 特定建設作業に伴 っ て発生する振動について の規制基準

特

芙
目

① く い打機 (も
んけん及び圧
入式 く い打機
を除 く 。 ) 、 く
い抜機 ( 油圧
式 く い抜機を
除 く 。 ) 又は く
い打 く い抜機
( 圧入式 く い
打 く い抜機を
除 く 。 ) を使用
す る作業

②鋼球を使用
して建築物そ
の他の工作物
を破壊する作
業

③舗装版破砕
機を使用す る
作業 ( 作業地
点が連続的に
移動す る 作業
にあ っ て は 、
1 日 におけ る
当該作業に係
る 2 地点間の
最大距離か 50
メ ー ト ルを超
え ない作業に
限 る 。 )

④ブ レーカ ー (手
持式の も の を除
く 。 ) を使用する
作業 ( 作業地点
が連続的に移動
す る作業にあ っ
て は 、 1 日 にお

け る 当該作業に
係 る 2 地点間の
最大距離が 50 メ
- ト ルを超えな
い作業に限 る 。 )

適 用 除 外

作業場所の敷地境
界線における振動

75 プ シヘルを

超えな い こ と
7 5 プ シヘルを

超え な い こ と
75 プ ソヘルを

超え な い こ と
75 ブ ソヘルを

超えない こ と

作業禁止

の時間帯

1 号

区域
午後 7 時~

午前 7 時
午後 7 時~

午前 7 時

午後 7 時~

午前 7 時

午後 7 時~
午前 7 時

災害 、 非常の事態、
人の生命 、 危険防
止 、 鉄軌道の正常
連行、 道路法及び
道交法の 占用及ひ
。午可の夜間指定

2 号

区域

午後 1 0 時~
午前 6 時

午後 1 0 時~
午前 6 時

午後^ 1 0 時~

午前 6 時
午後 1 0 時~

午前 6 時

作業時間
の長 さ の

制 限

1 号

区域
1 日 1 0 時間 1 日 1 0 時間 1 日 1 0 時間 1 日 1 0 時間 災害、 非常の事態、

人 の生命 、 危険防
止2 号

区域
1 日 1 4 時間 1 日 1 4 時間 1 日 1 4 時間 1 日 1 4 時間

連続 して

作業す る
こ と の で

き る 日 数 愕戦一鴛轍 6 日 間 以 内 6 日 間 以 内 6 日 間 以 内 6 日 間 以 内

災害、 非常の事態、
人 の生命 、 危険防
止

作 業 を 禁 止

す る 日

日 曜 日 、

そ の他の休 日

日 曜 日 、

そ の他の休 日

日 曜 日 、

その他の休 日

日 曜 日 、

そ の他の休 日

災害 、 非常の事態、
人 の生命 、 危険防
止 、 鉄軌道の正常
運行、 電業法の必
要作業、 道路法及
び道交法の 占用 及
び許可の時 、 その
他 の休 日 指定

ウ 道路交通振動

振動規制法では 、 指定地域内において 、 市町村長か道路交通振動について その測定 レ ヘ ノしか一

“ 定の限度を超え 、 道路周辺の生活環境が著 し く 損なわれ る と 認め る と き は ･ 道路管理者こ対 し道
路交通振動の防止のための舗装、 維持又は修繕の措置を要請 し 、 又は都道府県公安委員会に対 し

道路交通法の規定に よ る措置を と る へ き こ と を要請す る こ と かで き る 。

表 1 1 2 振動規制法第 1 6 条第 1 項の規定に基つ く 指定地域内 におけ る道路交通振動の限度

区域の区努＼~遮時間の区分
昼 間

( 午前 8 時か ら午後 7 時 ま で )

夜 間
( 午後 7 時か ら翌 日 の午前 8 時 ま で )

第 1 種 区 域 65 プ シ ヘ ノレ 60 プ シ ヘ ル

第 2 種 区 域 70 ブ シ ヘ ル 65 ブ シ ヘ ル
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2 特定施設等の届 出状況

円 振動規制法に よ る特定施設の届出数

表 1 1 3 特定施設の種類別届出数 ( 平成元年 3 月 3 1 日 現在 )

施設の種類 ＼、~＼~＼--＼-』虻』町 名 鳥取市 米子市 倉吉市 境港市 国府町 。十

1 . 金属加工機械

イ 、 液 圧 プ レ ス 23 1 3 26 5 6 7

ロ 、 機 械 プ レ ス 1 64 7 82 7 260

ハ 、 せ ん 断 機 1 4 1 5 28 1 6 73

‐ 、 鍛 造 機 3 1 4 6 23

ホ 、 ワ イ ヤー フ ォ ー ミ ングマシン

小 計 204 49 1 42 28 42 3

2 . 圧 縮 機 65 1 0 1 68 5 2 39

3 . 破 砕 機 等

破 砕 機

摩 砕 機 28 28

ふ る い 十I▲ 1･I▲

分 級 機

小 口十 28 1｣- 29

4 . 織 機

コ ンク リ ー ト ブ

5 . ロ ノ ク マシソ等

コ ン ク リ ー ト ブ ロ ノ ク マ シ ソ 2 3 5

コ ソ ク J ー ト 管製造機械及び
コ ン ク リ ー ト 柱 製 造 機 械

小 。十 2 3 5

6 . 木材加工機械

イ 、 ト フ ム バ ー カ ー 3 1 4

口 、 チ ノ ノミ ー 2 6 3 2 1 3

小 口十 2 9 4 2 1 7

7 . 印 刷 機 械 4 1 1 6 9 = 77

8 コ ム 練用又は合成樹脂練用 ロ ー ル機

9. 合成樹脂用射出成形機 1 1 1 2 23

1 0 鋳 型 造 型 機 9 9

。十 353 1 88 235 46 O 82 2

届 出 工 場 事 業 場 46 50 23 23 O 1 42

{ 2 ) 振動規制法に よ る 特定建設作業届出数

表 1 1 4 特定建設作業の種類別届出数 ( 昭和 63 年度中 )

種 類 ＼＼＼＼＼市 町 名 鳥取市 米子市 倉吉市 境港市 国府町 討

1 く い 打 機 等 を 使 用 す る 作 業 8 37 3 3 5 1

2 鋼 球 を使用 し て 破壊す る 作業

3 舗装版破砕機を使用 す る 作業 1 1

4 ブ レ ー カ ー を 使 用 す る 作 業 9 14 4 2 7

。十 1 7 5 1 7 4 79
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第 5 章 悪 臭

第 l 節 悪臭の現況

1 概 要

我々 が悪臭に対 して も っ て い る嫌悪感や不快感は 、 生活環境 、 生活様式、 個人差等に よ っ て 異な っ

て い る 。 悪臭に関す る 苦情は公害苦 情件数のなかで も多 く 、 昭和 6 3 年度の悪臭苦情は 24 件で公害苦

情の 15 .4 %を占めて い る 。

2 各種悪臭測定覊査結果

昭和 63年度中に実施 した発生源 ご と の悪臭測定調査結果は表 1 1 5 及び表 1 1 6 の と お り であ り 、 いず

れ も 規制基準以下であ っ た。

表 1 1 5 悪臭測定搦査結果 ( 県実施分 )

発生源区分
廷測
定施

設数

霊
(議)

悪 臭 物 質 濃 度 ( p pm )

ア ン モ

ー ア

メ チツレ

メ ノレ カ

ブ タ ン

硫化水素
硫 化
メ チソレ

ト リ

メ チー ル

ア ミ ン

*二硫化
メ チゾレ

ア セ ト

ア ルプ

ヒ ド

れスチ レ ン

養 豚 業 2 3 . 5
0 . 20 ()

0 70
N D

N D~

0 . 0 1 90
N D N D N D

獣骨処理場 2 3 . 5
N D ~

0. 70

0 . 0 0 07()

0 . 00 1 3

N D~

0 . 0 0 20
N D N D N D

水産食料品
製 造 工 場

2 3 . 5
0 20 ()

0 . 62

N D~

0 . oo l o

0 . 00 1 1 ~

0 .0 420
N D N D N D

N D ~

0 005 6

イン 2 区域外 N D
N D~

0 . 0 038

N D ~

0 . 0 05 1
N D N D N D

魚粉製造業 2 2 . 5
0 . 2 1 ~

0 2 9

N D ~

0 .0004

0 . 000 7()

0 . 0 0 36
N D N D N D

0 004 7()

0 0 1 30

し尿処理場 4 2 . 5
0 . 1 5 ()

0 59
N D

0 000 5~

0 044 0

0 . 000 3()

0 00 06
N D N D N D

イン 2 3 5
0 . 1 0 ()

0 30
N D

0 00 07へ)

0 . 0 0 1 3

N D ~

0 . 00 0 3
N D N D

ごみ焼却場 2 2 . 5
0 . 1 0 ()

0 26
N D

0 . 00 04()

0 . 0 0 08
N D N D N D N D

N D ~

0 .00 50

メソ 2 3 5
0 1 0 ()

0 . 3 0
N D

0 . 00 1 0()

0 . 0 0 1 3
N D N D N D N D

N D ~

0 0085

ク フ フ ト

ハ ル プ工場
2 3 5

N D ~

0 40

N D ~

0 . 00 2 1

0 . 00 1 2()

0 .0 0 39

N D~

0 . 0032
N D

N D~

0 . 002

注 1 . * 印物質の 規制基準は 、 規制地域全域について一律臭気強度 2 5 ( 表 1 2 1 参照 )

2 . N D 検出 さ れず
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表 1 1 6 悪臭測定調査結果 ( 市町村実施分 )

発生源区分
延測
定施
設数

規制
基準

( 臭気
強度)

悪 臭 物 質 濃 度 ( p pm )

ア ソ

モ ー ア

メ チツレ

メ ノレ カ

フ0 タ ン
硫化水素

硫 化
メ チソレ

ト リ

メ チツレ

ア ミ ン

*二硫化
メ チソレ

*ア セ ト
ア ルプ
ヒ ト

スチ レ ン

養 豚 業 4 2 5 o 20m64 N D N D N D
ND ~
0 .0 048

N D

んソ '･I- 3 . O 0 2 2 N D 0 00 1 1 N D N D

れ7 5 3 . 5
0 . 46 ()

0 . 88

ND~
0 . 00 06

ND~
0 000 3

N D
ND ~

0 . 00 1 6
N D

れ7 1 0 区域外
0. 20 ()

0 . 94
ND~
0 . 00 06

ND~
0 . 00 1 1

N D N D

養 鶏 ･
養 豚 業

3 区域外 o 1 0が70
ND~
0 . 000 5

ND~
0. 0 090

N D
ND~

0 000 3
N D

養 鶏 業 2 3 . 5
0 . 30 ~

0 . 5 0
N D N D N D N D

1

イン 1 2 区域外
0. 1 0 ~

1 . 7

N D~
0 0002

N D

養 牛 業 2 2 . 5 0 . 34
0 00 1 3~
0 . 00 27

者ツ 2 3 . 5
0 . 44 ()

0 . 5 1

召ツ 8 区域外
0. 1 9 ~

1 . O
N D

ND~
0 . 00 09

ND~
0 . 0003

N D

獣骨処理場 3 3 . 5 ND な‐ 50
0 . 0008~

0 . 00 1 9
ND~

0 00 26
N D N D N D

鶏糞乾燥場 14 3 . 5 2 . 8 N D N D 0 0006 N D N D

魚粉製造業 5 2 . 5 0 34窮64
ND~

0 00 03
ND~

0 . 00 1 0
N D

ND ~

0 0 086
N D

配 合 飼 料
製 造 業

2 3 . 5
0 . 1 0 ()

0 . 5 0
N D N D N D N D N D

水産食料品
製 造 工 場

2 3 . 5 o 2o o三48 N D
0. 00 1 0 ()

0 . 0 0 1 9
N D N D N D

食 料 品
製 造 工 場

4 3 . 5 ND鞄
ND~

0 . 007 6
ND~

0 . 0 1 20
N D N D N D

たり 3 区域外 ND前。
0 . 002 7()
0 . 0 1 80

ND~
0 . 0 057

N D N D ND

ク フ フ ト

バ ル ブ工場
24 2 . 5 - I ND ~

00 1 1 0
ND~

0 . 0 1 9 0

ND~

0 , 0 1 30
ND ~
0 . 0 140

イン 6 3 . 5 ND な‐ 50
ND~
0.00 1 2

ND~
0 . 00 1 3

ND ~

0 , 0036
N D ND ~

0 . 0 090

メソ 3 区域外
ND~
0 . 00 56

N D
0 00 0 7()

0 , 0 1 5 0
ND ~
0 00 1 0

ごみ焼却場 2 2 . 5
0 .20 ()

0 . 30
N D

ND~
0 .0 0 1 5

N D N D

下水処理場 4 2 . 5
0 . 2 1 ~

0 . 68
ND ~
0 .0 0 0 3

ND~
0 . 00 1 6

ND~
0 . 0008

ND ~

0 . 0040
N D

し尿処理場 2 2. 5
0 . 2 6 ~

0 .48
ND~

0 000 3
0 . 0 07 6 ~

0 0430
N D N D

メソ 2 3 . 5 NDは40 N D
ND~

0 . 0 097
N D N D N D

と 畜 場 2 区域外 ND営ま
ND~

0 . 002 6
N D ND N D N D

排 水 路 2 2 . 50
0 . 1 3 ()

0 . 1 8
N D

0 . 0 00 9 ()
0 . 00 1 2

N D N D

汚 水 池 11- 区域外 0 60 N D N D N D N D

注 1 . * 印物質の規制基準は 、 規制地域全域について一律臭気強度 2. 5 ( 表 1 2 1 参照 )

2 . N D 検出 されず
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第 2 節 悪臭防止対策

1 法令 によ る規制

( = 法 に よ る規制

悪臭防止法では悪臭を防止す る こ と に よ っ て 、 生活環境を保全すべき地域を知事が指定 し ( 法第

3 条 ) 、 こ の指定地域内にあ る工場その他の事業場におけ る事業活動に伴 っ て発生する悪臭物質(法

第 2 条 ) について規制基準 ( 法第 4 条 ) を定め る こ と と な っ て い る 。

悪臭規制指定地域内の事業場には 、 規制基準の遵守義務 ( 法第 7 条 ) が課せ ら れて お り 、 指定地

域市町村長は 、 悪臭物質の排出が規制基準に適合 しな い こ と に よ り 周辺住民の生活環境かそ こ なわ

れて い る と 認め る 場合は 、 施設等の改善勧告 さ ら には改善命令 ( 法第 8 条 ) を行 う こ と かでき 、 さ

ら に 、 水路等におけ る 悪臭の防止 ( 法第 1 2 条 ) 悪臭が生ず る 物の焼却の禁止 ( 法第 1 3 条 ) を し

て い る 。

規制 さ れ る 悪臭物質については 、 第 1 次規制 ( 昭和 47 年 5 月 3 1 日 施行 ) で 5 物質 ( ア ソ モ ー ア 、

メ チル メ ル カ ブ タ ン 、 硫化水素 、 硫化 メ チル 、 ト ノ メ チル ア ミ ン ) 、 第 2 次規制 ( 昭和 5 1 年 1 0 月

1 日 施行 ) で 3 物質 ( 二硫化 メ チル 、 ア セ ト ア ルプ ヒ ド 、 ス チ レ ン ) が追加 さ れ、 平成元年 9 月 の

政令の一部改正に よ り 、 第 3 次規制 ( 平成 2 年 4 月 1 日 施行 ) で 4 物質 ( プ ロ ピ オ ソ酸、 ノ ル マ ル

酪酸 、 ノ ル マ ル青草酸 、 イ ン 吉草酸 ) が新たに告示さ れ 1 2 物質が規制 さ れ る こ と と な っ た。

本県におけ る 悪臭規制は現在 4 市 2 1 町 3 村で規制 して お り 、 第 1 次規制物質については表 1 1 7 と

表 1 1 8 の と お り であ り 第 2 次規制物質については表 1 1 9 と 表 1 20 の と お り であ る 。 又、 第 3 次規

制物質について は、 現在規制す る 方針で測定体制等整備中であ る 。
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表 1 1 7 悪臭規制地域 ( 5 物質 ア ソ モ ー ア 、 メ チル メ ル カ ブ タ ン 、 硫化水素 、 硫化 メ チル、

ト リ メ チ ル ア ソ )

告 示

施行年 月 日

規 制 地 域

告 示

施行年 月 日

規 制 地 域

市町村名

地域内の区分

市町村名
地域内の区分

A B C A B C

告示

昭和 48 10 ‐ 1 2

第 76 7 号

施行

昭和 48‐ 1 0 ‐ 1 2

( 4 市 9 町 1 村 )

鳥 取 市 ○ ○

告示

昭和 49‐ 7 . 2

第 57 1 号

施行

昭和 49. 7 . 2

( 5 町 )

八 東 町 ○

米 子 市 ○ ○ 気 高 町 ○ ○

倉 吉 市 ○ ○ 関 金 町 ○

境 港 市 ○ 東 伯 町 ○ ○

｢

国 府 町 ○ ○ 名 和 町 ○

郡 家 町 ○

告示

昭和 56 3 . 24

第 283 号

施行

昭和 56 . 4 1

( 5 町 1 村 )

岩 美 町 ○ ○ ○

鹿 野 町 ○ 船 岡 町 ○ ○ ○

青 谷 町 ○ 河 原 町 ○ ○

羽 合 町 ○ 泊 村 ○ ○

東 郷 町 ○ ○ 西 伯 町 ○ ○

三 朝 町 ○ 会 見 町 ○

赤 碕 町 ○
告示

昭和 59‐ 4 ‐ 2 7

第 35 9 号
施行
昭和 59. 5 . 1

( 2 町 1 村 )

用 瀬 町 ○

日 吉津村 ○ ○ 佐 治 村 ○

淀 江 町 ○ 中 山 町 ○ ○

欄{ (田 雙桑轢趣蒙る県庁環境保全課･ 関係市役疲町村役場公害担当課に備え置き 、
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表 1 1 8 規制区域 と 規制基準 ( 昭和 48 年 1 0 月 1 2 日鳥取県告示第 767 号 )

淑"蝨騨麩 ア ソモ ー ア
メ チツレ メ ル

力 ブ タ ン
硫 化 水 素 硫化 メ チ ル

ト リ メ チ ル

ア ミ ン

A 2 , 5 11 0 0 02 0 02 0 . 0 1 0 00 5

B 3 0 2 0 . 0 04 0 . 0 6 0 . 0 5 0 , 0 2

C 3 , 5 5 0 . 0 1 0 2 0 . 2 0 0 7
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表 1 1 9 悪臭期制地域 ( 3 物質分 二硫化 メ チル、 ア セ ト ア ルブ ヒ ト ス チ レ ソ )

告示 ･ 施行年月 日 規 制 地 域 規 制 基 準

告示 昭和 56 . 3 . 24
第 285 号

施行 昭和 56 4 . 1
( 4 市 5 町 2 村 )

鳥取市、 米子市、 倉吉市、 境港市 、 岩美町、 船岡町 、

河原町、 泊村、 西伯町、 会見町 、 日 吉津村
臭気強度 2 . 5

告示 昭和 58 6 7
第 5 1 4 号

施行 昭和 58. 6 . 1 4
( 1 4 町 )

国府町、 郡家町、 鹿野町 、 青谷町 、 羽合町、 東郷町 、

三朝町、 赤碕町、 淀江町、 八東町、 気高町、 関金町、

東伯町、 名和町

臭気強度 2 5

告示 昭和 59. 4 . 27
第 359 号

施行 昭和 59 . 5 1
( 2 町 1 村 )

用瀬町、 佐治村、 中山町 臭気強度 2 . 5

(潮 規制区域は 5 物質規制区域 と 同一

表 1 20 規制区域 と 規制基準 ( 昭和 56 年 3 月 24 日 鳥取県告示第 285 号 )

＼＼＼＼"~"＼~~＼這霊･質、区 域 気強度 (ppm )
二硫化 メ チル ア セ ト ア ルプ ヒ ド ス チ レ ン

規制地域全域 2 . 5 0 . 0 0 9 0 05 0 . 4

表 1 2 1 悪臭物質の臭気強度別濃度
( 単位 : p p m )

養 鐸
ア ソ

モ ー ア

メ チツレメル

力 ブ タ ン

硫 化
水 素

硫 化
メ ラム ノレ

ト リ メ チ

ノレア ミ ソ

二硫化
メ チソレ

ア セ ト ア

ルプ ヒ ト
スチ レ ン 備 考

2 . O 0 . 5 0 . 0 005 0 00 6 0 0 03 0 . 00 1 0 0 03 0 0 1 0 . 2

2 . 5 1･I▲ 0 . 0 02 0 . 02 0 . 0 1 0 . 00 5 0 00 9 0 0 5 0 4
総理府令に よ

る 下限

3 0 2 0 . 004 0 0 6 0 0 5 0 . 02 0 . 03 0 . 1 0 . 8

3 . 5 5 0 . 0 1 0 . 2 0 . 2 0 07 0 . 1 0 . 5 2
総理府令に よ

る 上限

4. O 1 0 0 . 0 3 0 7 ｣1-I- 0 . 2 0 3 1 4
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( 2 1 条例に よ る規制

屋外におけ る燃焼行為に伴い発生する ばい煙、 悪臭等を規制するため 、 鳥取県公害防止条例に よ

り 昭和 63 年 10 月 1 日 か ら 、 ゴ ム 、 皮革、 合成樹脂 、 廃油 、 硫黄及び ピ チ並びに こ れ ら を含む物

を屋外において燃焼 さ せる こ と を禁止 して い る 。

悪臭防止対策

悪臭規制地域内 において 、 悪臭物質を排出 して い る事業場に対す る施設の改善指導、 悪臭物質の測

定等に関 しては 、 市町村長に権限か委任 されて い る が、 悪臭物質の捕集測定分析については 、 現在の

と こ ろ市町村では測定体制の整備が困難なため 、 県は測定 、 分析等に関 して積極的な援助を行 っ てい

る と こ ろ であ る 。 しか しなか ら今後は 、 市町村に即応性のあ る悪臭分析体制が確立 され る こ と が望ま

れ る 。

現在、 法律で規制 されて い る悪臭物質は12物質に限 られて い る が 、 悪臭物質は他に も 多 く 、 複合悪

臭 も あ り 、 法規制 と 悪臭被害の実態 と に差があ る こ と 、 更に技術的な面で悪臭物質を的確に把握 し難

い等の問題点があ る が、 地域住民か ら苦情があれば、 発生原因者に対 して施設、 作業方法等の改善等

必要な措置に よ っ て悪臭被害を防止する よ う 指導 して い る 。
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第 6 章 地 盤 沈 下

本県の地盤沈下は建設省 国土地理院が実施 した水準測量に よ っ て 、 鳥取市本町 ( 遷喬小学校 ) にあ る

一等水準点で昭和 40 年か ら 45 年 ま で に 1 3 8 cm の沈下が観測 さ れた 。

ま た 、 環境庁は昭和 46 年度に地盤沈下 メ カ ー ズ ム研究会に全 国調査を委託 し 、 鳥取平野かそ の対象 と

して概況調査が行われた。

県では 、 こ れを契機 と して昭和 48 年度に専門家に よ る地盤沈下協議会を設置 し 、 昭和 49 年度鳥取市

に水準点 5 点を設置す る と と も に国土地理院に水準測量を要請 し 、 その後、 昭和 5 1 ~ 53 年度に県 国

土地理院共同で、 昭和 54 年度以後は県単独で、 水準測量を実施 して い る 。

なお 、 覊査対象地域を鳥取県地盤沈下凋査協議会報告に基づいて 、 昭和 6 1 年度か ら一部変更 した。

1 昭和 6 0 年度以前の測量 と の相違点

( 1 ) 沈下かはば安定 して き て い る市街地南部におけ る 測量を縮小 した。

昭和 60 年度以前 水準点 2 1 ,点 測量延長 23 1 km

昭和 63 年度 水準点 1 0 ,点 測量延長 14 0 km

( 2 ) 千代川左岸の北部地域に仮点 ( 3 地点 ) を設置 し 、 測量を開始 した 。

2 昭和 6 3 年度の測量によ る地盤沈下状況

昭和 62 年 7 月 ~ 63 年 7 月 の 1 年間の地盤沈下状況は 、 水準点 1 0 ,点 中最大が秋里 〔 因幡浄苑 水

準点番号 ( 7 ) 〕 の 1 . 33 cm 、 次 いで江津 〔 中央病院 : 水準点番号圏 〕 の 1 1 6 cm 、 田 園町 4 丁 目 〔 建設省

鳥取工事事務所 : 水準点番号 ｢建｣ 〕 の 1 . 0 5 cm と な っ て い る 。

年間 1 cm以 上の沈下が観測 されたのは 3 地点であ り いずれ も 市街地北部の水準点であ る 。

他の 7 地点は 、 年間 1 cm未満の沈下 と な っ て い る 。

市街地南部におけ る沈下状況は 、 寿町 〔 西中正門前 水準点番号 ( 1 ) 〕 で 0 3 1 cm、 本町 1 丁 目 〔 遷喬

小 水準点番号 1 067 〕 で 0 . 2 0 cm と な っ て い る 。

ゆ 3 沈下量の推移

昭和 49 年度か ら測量を実施 して い る 4 地点の 中で、 最大の沈下量を示す田園町 3 丁 目 〔 国道 2 9 号

線田 園町交差点北西 1 0o m 水準点番号 02 9 - 1 1 9 〕 についてみ る と 、 昭和 4 9 ~ 55 年度の年間沈下

量は 、 3 . 90 ~ 3 . 55 cm で毎年は “ま同量の沈下であ っ た のに対 し 、 昭和 56 年度 2 . 6 1 cm、 昭和 57 年度 2 25

cm、 昭和 58 年度 1 . 1 6 cm 、 昭和 59 年度 1 02 cm と 減少 して き て お り 、 昭和 60 年度は 0 67 cm と 初めて 1

cm未満の沈下 と な り 、 昭和 63 年度において も 0 . 5 5 cm 国威少 して い る 。

他の地点で も 、 昭和 63 年度の沈下量 と 昭和 49 ~ 62 年度の年間沈下量を比較する と 、 年度に よ り 増

減は あ る も のの 、 いずれの水準点 も沈下量は減少 して い る 。

ま た 、 昭和 53 ~ 55 年にかけて新たに測量を開始 した 6 地点について も 、 昭和 6 3 年度の沈下量は以
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円

前に比べて減少 して い る 。

次に水準点の中で年間 2 cm以上沈下 した地点の数をみ る と 、 昭和 56 年度か 5 地点 、 昭和 57 年度が

4 地点、 昭和 58 年度及び昭和 59 年度が 3 地点、 昭和 60 ~ 63 年度が 0 地点 と な っ て い る 。

以 上に よ り 、 全体的にみ る と 、 市街地北部を含め 、 沈 下は鈍化の傾向 と な っ て い る 。

4 地盤沈下原因の推定

鳥取平野は 、 千代川 の流域に発達 した沖積平野で、 層厚 50 m 程度の洪積層 と 、 層厚 30 m 程度の沖

積層が発達 し 、 いわゆ る軟弱地層 と な っ て い る 。

地盤沈下の原因について は、 沖積層の粘土層 、 特に軟弱な 上部粘土層 ( 層厚 5 ~ 1 o m程度 ) の圧密

に よ る も の と 想定 され る か 地質の状況、 地下水利用及び都市化の進捗状況等に よ り 、 地区に よ っ て

沈下量に差が見 られ る も の と 思われ る 。
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表 1 22 鳥取市内各水準点の沈下量

、 い ー ( 単位 )
　　　 　 　 　 　 　 　 　　　水 準 点 番 号 02 9 - 1 1 9 00 9 一 20 9 Q ) 1 0 67 ｢建一 仂 ㈱ oo9 - 2 1 0 回 回

所 在 地 田 園町 3 丁 目 松並町 2 丁 目 寿 町 本 町 1 丁 目 田 園町 4 丁 目 秋 里 桑 津 安 長 秋 里 秋 里

昭和 63 年度の沈下量 0 55 0 . 2 9 0 . 3 1 デ 0 . 96 0 . 36 0 . 66〔 S 62 ‐ 7 ~ 63 ‐ 7 〕 〇 ‐ 2〇 Lo5 L33 ギ ー ･ 1 6

日 口 4 9 ~ 62 年度の沈下量 注 1 ) 注 2 ) 擦 注 2 ) 注 2 ) … - 注 毅 ｣ ~ " - 灘 ≧
〔 s 49 ‐ 6 ~留‐ テン肩 ?鰡、 警察 、 鼎袋 、 碁盤、 〔 s 53 ‐ ニネ6聡 7 〕 〔 s 55 ‐ ヱ三富 円 〔 S P也二･6翫 〕 〔 s 55 ‐縦 63 7 〕 〔 s 5 5 ‐ 鵞罵り " bbち乾驫リ

( )は平均年間沈下量 、ムWノ 〕 ･ ム 〕 ノ ･ 4 “J ノ 、 ↓W ノ 匁oo 1d b 3 罐窩) … ) - ‐ +( 3 . 06 ) ( 2 . 3 2 ) ( 1 . 3 1 ) ( 0 7 1 ) ( 0 . 88 )

国道 2 9 号線田園町 国道 9 号線城北公 西中正門前 遷喬小学校 建設省鳥取工事事 因幡浄苑 中央病院 国道 9 号線安長ノ ･ 荒木神社 工業試験場
備 考 交差点か ら北西 園前

1 0o m ( 旧 ホ ルモ ン マ コ

務所 ス停前

(旧喫茶あ どあ前) 前 )

注 1 ) ｢建｣ は 、 昭和 53 年度か ら測量を開始 した も の 。

2 ) ( 7 ) 、 ‘ 8 ) 、 00 9 一 2 1 0 回、 回 の 5 ,点は 、 昭和 55 年度か ら測量を開始 した も の。

図 9 主な水準点の累。十沈下量

49 ‐ 6 5 1 ‐ 6 52 ‐ 7 53 ‐ 7 54 ‐ 7 55 ‐ 7 56 7 57 7 58 ‐ 7 5 9 ‐ 7 6o ‐ 7 6 1 ‐ 7 62 ‐ 7 魂 7年月

4 ･ 4 3 4

5 2 5 4 4 . 5 5 . 1

. 6 6 . 6 . 8 7 8 6 7 7 . 6 . ･ 7 0 回秋里 ( 工業試験場 )
8 .4 9 3 9 . 7 . 8 . ~、 .- ▲ 8 . 7 9 . 5 ｣ ^ -

1 . 9 9 4 1 1 . 5 山嵐 1Q6 I 1 . I n .5 l 0 5 oo 9 - 2 10 安長 ( 9 号線バ ス停 )

- 4 5 9 6 4

^ ‐

1 3 0 1 3 5 46 . - 1 1 . 7 国璽7 Tα 鵞禾ふ 、
5 ‐4 4 ‐ 6 1 5 ‐ 1 1 等 : 4 ･ 4 15‐6 本川-J臥 建筒“

4 4 4 本町 丁 目 ( 遷喬小 )

沈

下 1 0 . O

量 1 5 . 0

6. 又 oo 9 - 209 松並町二丁 目 ( 9 号線城北公園前 )
1 7 . ･ さ 回江津 ( 中央病院 )

18 5 ( 7鰍里 ( 因幡浄苑 )
(cm) 20 . o

2 9 ‐ 9 3G6 3 1 ‐4 32 ‐ 1 鰯 残す搦田園版茎最北西 則… )
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図 1 0 鳥取市地盤沈下等量線図 〔 昭和 62 年 7 月 ~昭和 63 年 7 月 の沈下量 )
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